
香川労働局

番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1
ハローワークや香川県就職・移住支援センター
（ワークサポートかがわ）における正社員就職の
実現

　ハローワークや香川県就職・移住支援センター（ワークサポートかがわ）におい
て、正社員求人を積極的に確保するほか、正社員就職に向けた担当者制によ
る支援やマッチング強化に取り組む。また、フリーター女性に配慮したキャリアコン
サルティングの実施、団塊ジュニア世代を対象とする相談窓口を設置する等、利
用者それぞれの状況に対応したきめ細かな就職支援を行う【平成28-32年度
にかけて継続的に実施】。

○ハローワークにおいては、正社員求人の確保に向けた取組として、事業主への働
きかけの強化、非正規雇用求人の正社員求人への転換、雇用管理改善の働きか
け等により正社員求人の提出を促している。また正規雇用を希望する求職者に対
する積極的なマッチングの強化として、求職者担当者制により積極的な職業紹介
を実施しているほか、正社員求人を対象とした就職面接会を各ハローワークにて実
施している。さらに、求人担当者制によるフォローアップを通じて、求人者支援サービ
スを強化している。
○香川県就職・移住支援センター（ワークサポートかがわ）においては、求人を正
社員対象に特化しており、専門コーディネーターによるきめ細やかなマッチングにより
幅広い求職者に対応している。また、正社員求人を対象とした就職面接会や正社
員雇用につながる企業説明会を実施している。

2 キャリアアップ助成金の活用促進
　キャリアアップ助成金により派遣労働者等の正社員転換、「多様な正社員」の
導入、非正規雇用労働者の人材育成の促進等を行う。また、活用が進むよう
制度の周知等を積極的に行う【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○キャリアアップ助成金のパンフレット等を活用し、事業主への説明会等あらゆる機
会を捉え、周知を行っている。また、各ハローワークにおいても同様にパンフレット等を
活用して同助成金の周知を行っているところ。事業主支援アドバイザーの配置のあ
るハローワークでは、事業所訪問による助成金の周知、説明、申請等の支援を行っ
ている。

3 業界団体への要請

　香川正社員転換・待遇改善実現本部において、非正規雇用労働者の正社
員転換・待遇改善の取組について経済団体に要請するとともに、幹部職員が
業界団体や事業所を訪問し、又は公共職業安定所長等の幹部職員がハロー
ワークにおいて、取組を働きかけていく【平成28-32年度にかけて継続的に実
施】。

○ハローワークにおいて、求人受理・雇用管理指導などあらゆる機会を捉えて、正
社員転換等についての働きかけを行うとともに、建設、看護、介護、保育等特に人
手不足が深刻化している業界について積極的に啓発活動を行った。
○平成29年10月を正社員就職強化月間に設定し積極的な事業所訪問を実施
し、正社員求人とともに正社員転換についても事業主へ働きかけを行った。

4 公的職業訓練等の実施
　就業経験等に応じた公的職業訓練や地域のニーズに応じた成長分野で求め
られる人材育成の推進に取り組んでいく【平成28-32年度にかけて継続的に実
施】。

○地域訓練協議会やワーキングチームにおいて、求人・求職者アンケート等に基づ
き、地域ニーズに合った訓練計画を策定、また同時に実施済み訓練の内容の見直
し・検討も行い、新たなコース設定を行った。
○非正規雇用労働者等を対象として、国家資格の取得を通じ、正社員就職を目
指す「長期高度人材育成コース」を平成30年度より実施することとした。

5

　不本意非正規雇用労働者の香川県の状況について、関係機関等と連携を
とりながら、把握に努めていく。また、正社員転換。待遇改善を進める上で、阻
害要因を分析し、解決に向けた取組について課題別の分科会において検討を
行う【平成28-30年度にかけて集中的に実施】。

○平成28年7月に開催した分科会において、実態把握が必要との結論となり、平
成28年9～10月にハローワーク利用者に対するアンケート調査を実施し、正社員
転換・待遇改善についての阻害要因の分析を行った。

番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1 若者雇用促進法の円滑な施行

　適切な職業選択の支援に関する措置、職業能力の開発及び向上に関する
措置等を総合的に講ずることにより、青少年の雇用の促進等を図り、能力を有
効に発揮できる環境を整備するため、第189回通常国会で成立した青少年の
雇用の促進等に関する法律（以下「若者雇用促進法」という。）に基づき、①
新卒者の募集を行う企業の職場情報の提供の仕組み、②ハローワークにおける
一定の労働関係法令違反に係る求人者の求人不受理、③若者の雇用管理
の状況などが優良な中小企業についての厚生労働大臣の認定（ユースエール
認定）制度等を着実に実施する。また、職業紹介事業者や募集情報提供事
業者は全ての職場情報を提供するよう働きかけることが望ましいこと等を定めた
若者雇用促進法に基づく事業主等指針の周知徹底を行うなど、職業紹介事
業者等による取組を促していく【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○県下のハローワークが開催する学卒求人手続説明会や労働局、ハローワーク、
県等の関係機関と共催する就職面接会「かがわーくフェア」、経営者団体等との各
種会議等において、「若者雇用促進法」の周知を行い、①ハローワークで受理する
新卒者の求人申し込み時には原則、職場情報の全項目の提供及び青少年雇用
情報の全項目記載について協力依頼、②労働関係法令違反に係る求人者の求
人不受理の周知、③ユースエール認定制度の普及のため制度の周知、説明を実
施した。
○各種会議等で事業主指針の周知、説明を行った他、リーフレットを送付する等
職業紹介事業者に事業主指針の取組を促し、各種説明会やイベント実施時には
リーフレットを事業主あて配布した。
○29年度のユースエール認定企業数　２社

2 新卒者等の正社員就職の実現

　高松新卒応援ハローワーク等において、学校等に対しては連絡会議等の中で
職業選択におけるミスマッチの解消についての取組を共有する。また、新卒者等
に対しては、学校等と協力して、在学中の早い段階から就職への意欲喚起・維
持のみならず、就職後の心構えや早期離職が本人のキャリア形成にとっても大き
な損失であることを認識させるため、就職準備講習等の職業講話や地元企業
の高校内企業説明会、ジュニアインターンシップ等の職業意識形成支援事業の
取組により、新規学卒者等の正社員就職に向けた支援（未内定者への集中
的な支援も含む。）を行うとともに、若者の安定した就職の実現に向けて、既
卒者や中退者といった新卒者以外の若者の正社員就職を支援するため、新た
に創設された既卒3年以内の者や中退者を対象とした助成金制度を活用し、
新規学卒枠での応募機会の拡大及び採用・定着を図る【平成28-32年度に
かけて継続的に実施】。

○学校の進路指導担当者との連絡会議等において、高校担当者との情報交換を
行い、また、地元企業担当者と高校進路指導教諭との情報交換会を実施し、ミス
マッチ解消に係る情報を共有した。
○中学・高校等で実施するキャリア探索プログラム等の職業講話の中で正社員とフ
リーターの違いについて説明し、今後の働き方について考えるきっかけとした他、学校
と連携し「フリーターの現状」に関するパンフレットや動画について周知を行った。高校
内企業説明会を実施し、職場意識の形成支援、地元地域での就職促進を行っ
た。
○未内定卒業者に「就職をあきらめさせない」よう、高松新卒応援ハローワーク等に
誘導のうえ、平成29年4月から6月に集中的な支援を行い56名が就職した。

3 新卒者等の早期離職の防止

　新規学卒者の早期離職については、それぞれ個々の理由・事由はあるもの
の、一般的に若者が早期に離職することは、職業経験の蓄積や職業能力向上
を阻害するものであり、決して望ましいことではないため、新規学卒者等に対する
就職後の職場定着支援に積極的に取り組む【平成28-32年度にかけて継続
的に実施】。

○学卒ジョブサポーター及び就職支援ナビゲーターによる個別支援対象者に、本人
の同意のもと、就職後の状況確認のための連絡をした他、求人開拓で事業所を訪
問した際に声掛けを行い、就職後も定着支援を行った。

4 就職後もハローワークで相談できることの周知

　就職後の定着支援を実施するにあたっては、就職後であっても職場での悩み
等仕事に関することであれば、ハローワークで幅広く相談できることを認識しても
らうため、ハローワークの連絡先のほか、就職後の仕事に関する悩みや不安等に
対応できる各種支援メニュー、支援機関の連絡先等を記載した「しごと応援
カード」を配付し、就職後に仕事に関する悩みや不安等を抱えた時にはハロー
ワークに相談するように促す【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○ハローワークを利用し就職が決まった新規学卒者やフリーター等に「しごと応援
カード」を配布し、仕事に関する悩みや不安等を抱えた時には、離職する前にハロー
ワーク等に相談するよう促した。

5 定着支援の実施

　新規学卒後3年以上継続して正社員としての勤務経験がない在職者にアプ
ローチした結果、身体・精神の健康状態から仕事上の悩み・不安・不満等を抱
えていると判断された者に対して、職場での悩みや不安・不満を聞き出し、個々
の状況に応じたアドバイスや様々な選択肢の提示等を行う。また、必要に応じ
継続的な支援につなげる。なお、既に離職して再就職先が決まっていない場合
は、ハローワークの利用を促す【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。
　また、若者に対して離職理由をハローワーク利用時に把握し、現状の把握と
早期離職防止に役立てる【平成28-30年度にかけて集中的に実施】。

○平成29年度は612名にアプローチし、178名に対して定着支援を実施した。

○平成28年6月～9月に実施した若年求職者300名への離職理由アンケート調
査結果に基づき、生徒・学生に対して職場情報を収集したうえで応募先を決定す
ることの重要性を周知するためのリーフレットを作成、配布し、意識啓発を行った。
事業主向けには早期離職を防止するための雇用管理改善を促す為のリーフレット
を作成し、配布した。

正社員転換・待遇改善実現プラン進捗状況（平成29年度分）

(1)正社員転換等について

①不本意非正規雇用労働者の正社員転換等

②対象者別の正社員転換等
ア)若者等に係る取組

1



6 若者を雇用する事業主に対する定着支援等

　若者の安易な離職や不本意な離職については、事業主への働きかけや雇用
管理改善のアドバイス等で防ぐことができる場合も少なくないため、事業主にも
配慮を求めることが有効と判断された場合には、就職者の了解を得た上で、事
業主に働きかけを行う。また、連絡を取った時点で既に離職していた場合は、離
職理由等の詳細を聴取し、企業の雇用管理の改善に向けて助言・情報提供
等を行う【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○事業主にも配慮を求めることが有効と判断された場合には、就職者の了解を得
た上で、事業主に働きかけを行った。平成29年度は46件の定着支援を実施した。

○県、経産局等と連携し、主要経済団体へ積極的な人材育成と職場定着の推
進等について要請を行った。

○若手の早期離職防止、職場定着支援の取組みとして、県内企業の新入・若手
社員（入社3年目まで）を対象として、研修会＆交流会を実施した。

○　若手社員を指導する立場にあるメンター、中堅層に対してセミナーを行った。

○若手社員の職場定着に関わる企業における職場環境や雇用管理の改善や見
直しについての情報提供、意識啓発を目的に、経営者・総務人事担当者向けの
講演会を実施した。

7 若者の「使い捨て」が疑われる企業への対応
　定着支援を行う中で、企業における労働基準法等の労働法令違反等が疑
われる場合は、労働基準行政及び雇用均等行政と連携を図り、適切に対処
する【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○高松新卒応援ハローワークに若者の「使い捨て」が疑われる企業等に関する相
談を受け付ける在職者相談窓口を設置し対応した。

8 フリーター等に対する支援

　いわゆるフリーター等（35歳以上45歳未満の不安定就労者も含む。）の正
社員転換を促進するため、引き続き、高松わかもの支援コーナーにおいて担当
者制によるきめ細やかな職業相談・職業紹介、フリーター等の職業意識の啓発
を行うとともに、高松わかもの支援コーナー等の利用の周知強化、職業訓練へ
の誘導・あっせんの強化等を行う。また、トライアル雇用奨励金の活用によるフ
リーター等の正社員就職を実現する【平成28-32年度にかけて継続的に実
施】。

○高松わかもの支援窓口において担当者制によるきめ細やかな職業相談・職業紹
介、フリーター等の職業意識の啓発を行った。また、丸亀及び坂出所にもわかもの
支援窓口を設置しフリーター等へ対応した。平成29年度に正社員就職実現のた
め、140名がトライアル雇用を開始した。

9 ニートやひきこもりの方に対する支援

　ニート等の就職を支援するため、かがわ若者サポートステーション及びさぬき若
者サポートステーションにおいて、地方自治体と協働し、地域ネットワークを活用
した支援を行うとともに、学校等の関係機関と連携し、学校中退者等への切れ
目のない支援を行う。また、セミナーの開催やジョブ・トレーニング等を行うなど、
職場定着や正社員へのステップアップを支援する【平成28-32年度にかけて継
続的に実施】。

○求職者の態様に応じて、若者サポートステーションへ誘導するなど連携し、就職
面接会においてはサポートステーションのブースを設置し、事業の周知、相談を実施
した。
○職業相談、職業訓練、学び直し支援等に係る相談先等を盛り込んだリーフレッ
ト「離学者応援団のしおり」を作成し、学校等の関係機関と連携し、離学段階で
就職に関する相談先等の情報が中退者等へ確実に届くように取り組んだ。

10 ひとり親家庭の親に対する支援

　経済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭について自立を促進するため、
「出張ハローワーク！ひとり親全力サポートキャンペーン」として、児童扶養手当
の現況届けを提出する8月に地方自治体への臨時窓口を設置するとともに、
「ハローワーク高松・ジョブコーナー」への誘導等を強化する。また、地方自治体
やひとり親支援を行うNPO法人等の関係機関と連携した支援等により取組を
強化するとともに、試行雇用から長期雇用につなげる道を広げるため、トライアル
雇用奨励金と特定求職者雇用開発助成金の併用を可能とし、キャリアアップ
助成金についても引き続き活用を促進する等の取組を行う。【平成28-32年
度にかけて継続的に実施】。

○「出張ハローワーク！ひとり親全力サポートキャンペーン」臨時窓口の開設につい
て、関係機関（香川県子育て支援課等）をはじめ、県内全自治体へ協力依頼
を行い、平成29年度は新たに2町の同意を得て過去最多自治体（8市5町）で
実施し、同事業への積極的な誘導を行った。また、平成28年4月よりトライアル雇
用奨励金と特定求職者雇用開発助成金の併用が可能となり、窓口での職業相
談・紹介時に求職者、及び求人者へ積極的に制度周知を行っている。キャリアアッ
プ助成金においても、「正社員化コース」の母子加算など、活用できる制度について
事業主への各種説明会等あらゆる機会を捉え積極的に周知を行っている。

11 若者の職業能力開発の推進

　若者の職業能力開発を支援するため、高卒者等を対象として、職業に必要
な高度で専門的かつ応用的な技能・知識を習得させるための長期間の訓練課
程の訓練等を実施するとともに、ジョブ・カードを活用した雇用型訓練（雇用し
た従業員を対象とした、企業内での実習（OJT）と教育訓練機関等での座
学等（Off-JT）を組み合わせた実践的訓練）を推進する【平成28年-32年
度にかけて実施】。
　また、香川県立高等技術学校の高松校と丸亀校の2キャンパスにおいては、
新卒から利転職者まで幅広くものづくりを基本とした職業訓練を行い、実践的
な知識と技能を修得させ、一層の就職率向上に努める【平成28年-32年度に
かけて継続的に実施】。

○若者の職業能力開発を支援するため、新卒者向け訓練として、四国職業能力
開発大学校において、専門課程（4科：2年）、及び応用課程（3科：2
年）、また香川県立高等技術学校において、カレッジコース（4科：2年）を実施
し、平成29年度いずれの科も就職率100％であった。また離転職者に対しても、
香川県立高等技術学校各校において、ものづくり分野を中心とした実践的な訓練
を実施するとともに、在職者訓練としてキャリアアップ助成金を活用した有期実習型
訓練など、ジョブ・カードを活用した雇用型訓練についても、事業主への各種説明
会等のあらゆる機会を捉え活用促進に向け周知を行っている。

12 地方就職の促進と地方の良質な雇用機会との
マッチングの強化

　高松新卒応援ハローワークや香川県就職・移住支援センター（ワークサポー
トかがわ）等において、職業紹介に加え、移住に関する支援制度や生活情報
等県内就職に役立つ情報提供を含むきめ細かな支援を行い、ハローワークの
全国ネットワーク及び香川県の就職支援サイト「ｊｏｂナビかがわ」を活用した
マッチングを図る【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○ユースエール認定企業及び若者応援宣言企業ＰＲ冊子を活用し、地元企業
の魅力を伝えるほか、県等が開催する移住フェアに参加し、移住希望者に対して求
人情報の提供や職業相談を実施した。
○香川県主催の移住フェアは、平成29年度においては9月（東京）、四国4県
共催の移住フェアは11月（東京）に開催され、ハローワークの相談ブースも設置し
て各2名が参加した。
○県内のハローワークでは、ハローワーク土庄に「移住相談コーナー」を設置し、職
業紹介の他、関係機関と連携し、移住関連情報の提供を行っている。

番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1 改正労働者派遣法の円滑な施行

　労働者派遣で働く方が正社員になる道を開いていくためには、その職業能力
を高めていくことや、正社員としての就業機会を提供していくこと等に取り組むこと
が重要である。このため、平成27年改正労働者派遣法においては、派遣元に
対して、計画的な教育訓練や希望者へのキャリアコンサルティングを義務付ける
とともに、派遣先への直接雇用の依頼等の雇用安定措置を講ずることを派遣
元の責務とすることや、正社員の募集情報提供義務を派遣先に課すことなどを
盛り込んでいるところであり、その円滑な施行に取り組む。その際、雇用安定措
置の実施に当たっては、労働者派遣事業の許可の取消しも含めた厳正な指導
により3年見込みの派遣労働者に係る義務の履行を確保するだけでなく、1年
以上の雇用契約を結んだ派遣労働者に係る努力義務についても周知徹底
し、適正な運用を促す。
　また、経過措置により改正前の法律が適用されている、いわゆる専門26業務
で働く派遣労働者についても、不安定な雇用に陥ることのないよう、香川労働
局に設置した相談窓口において派遣労働者からの相談対応を行う。
　さらに、平成24年改正労働者派遣法に基づき平成27年10月1日から施行
された「労働契約申込みみなし制度」を円滑に施行し、派遣労働者の雇用の
安定を確保しつつ違法派遣を是正することにより、労働者保護を図る【平成
28-32年度にかけて継続的に実施】。

○「派遣労働者に対するキャリアアップ措置」及び「雇用安定措置」の適切な実施
については、指導監督重点事項に定め定期指導にあわせた周知や、香川労働局
に設置した相談窓口において、問合せに対する相談を行った。

○派遣元事業主及び派遣先事業主に対するセミナーを開催し、改正法の周知を
行ったほか、派遣元事業主については、その雇用する派遣労働者に対して、周知を
行うよう依頼した。また、ハローワーク高松、丸亀において派遣労働者等を対象とす
るセミナーを開催して制度の周知を行った。
　
　・個別訪問周知件数　                127件
　・労働者派遣適正実施 参加数　　派遣元112社115名
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 派遣先100社102名
　・派遣労働者セミナー 参加者数　　高松会場25名
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 丸亀会場21名

②対象者別の正社員転換等
イ)派遣労働者に係る取組
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2 その他

　手続の簡素化による紹介予定派遣の活用の推進や、派遣先が派遣労働者
を正社員として雇用する場合のキャリアアップ助成金の活用促進等を行う。
　また、派遣期間終了後に派遣先が派遣労働者を直接雇用する場合の紛争
防止措置（派遣先が事前に派遣元に通知することや、職業紹介により紹介手
数料を支払うこと等）を派遣契約において定める義務について、周知・啓発を
行う。
　さらに、経過措置期間中の派遣労働者に係る改正前の「労働契約申込み
義務制度」の適切な適用に向けた指導を行う【平成28-32年度にかけて継続
的に実施】。

○「派遣労働者に対するキャリアアップ措置」及び「雇用安定措置」の適切な実施
については、指導監督重点事項に定め定期指導にあわせた周知や、香川労働局
に設置した相談窓口において、問合せに対する相談を行った。

○派遣元事業主及び派遣先事業主に対するセミナーを開催し、改正法の周知を
行ったほか、派遣元事業主については、その雇用する派遣労働者に対して、周知を
行うよう依頼した。また、ハローワーク高松、丸亀において派遣労働者等を対象とす
るセミナーを開催して制度の周知を行った。
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番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1 無期労働契約への転換ルールの周知等

　無期労働契約への転換ルールについて、香川労働局・労働基準監督署・ハ
ローワークの窓口における周知、無期転換ルールを先行して導入した企業の好
事例を厚生労働省HPで周知するほか、セミナーでのルールの解説や個別相談
会の実施等によって、実際に制度が適用される平成30年4月1日までの間に
集中的に制度の周知・企業における導入支援を図る【平成28-29年度にかけ
て集中的に実施】。

○各種会議や説明会等で無期転換ルールの資料配布を継続的に行っているほ
か、特に平成29年度には無期転換ルールの説明を重点的に行った。また、コンサル
タント等の企業訪問の際にも説明、資料配布を行っている。さらに監督署やハロー
ワークの窓口においても資料配布を行っている。
○平成29年度には無期転換ルール取組促進キャンペーンを実施し、経済４団体
に対し局長要請を行った。

2 雇止め法理の周知等 　雇止め法理について、セミナー等を通じて、周知徹底を図る【平成28-32年
度にかけて継続的に実施】。

○雇止め法理等を説明した冊子を作成し、監督署の窓口や集団指導の際に配
布し周知を行った（計2500部ほど配布）。また、無期転換ルールの周知をする際
には併せて雇止め法理についても周知を実施している。
○その他、総合労働相談コーナーに使用者や働者から雇止めにかかる相談、問い
合わせがあった場合には、事案に応じ雇止め法理を説明する等対応している。

3 高齢の有期労働契約労働者の無期転換の促
進

　高齢の有期契約労働者については、高年齢者雇用安定法に基づく高年齢
者雇用確保措置の対象とならない場合が多いため、これらの者を無期雇用に
転換させ、65歳までの雇用機会の確保を図る【平成28-32年度にかけて継続
的に実施】。

○高年齢者が生涯現役で活躍できる社会の普及啓発のための事業所訪問の際
に、高年齢の有期契約労働者をより安定した雇用形態の無期雇用に転換する場
合に助成する「高年齢者雇用安定助成金　高年齢者無期雇用転換コース」
（（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が所掌）の周知を実施している。平
成29年度支給実績　6件。

4 キャリアアップ助成金の活用促進 　キャリアアップ助成金により有期契約労働者の正規雇用等への転換について
活用促進を図る【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○労働局及びハローワークにおいて同助成金の周知、説明を行い利用促進を図る
中で助成金の申請等だけに留まらず、助成金の利用等を契機に社内での「正規
雇用等への転換」制度の環境整備を継続していくことを勧奨している。

番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1 正社員転換推進措置の好事例の収集等

　パートタイム労働法第13条 の規定に基づき設けられている各事業所における
正社員転換推進措置によって、短時間労働者の正社員への転換が推進され
るように、好事例の収集・周知等に取り組む。
　また、短時間（勤務時間限定）正社員の制度導入の推進に向けた、導入
の好事例の周知等により制度の普及・啓発に取り組む。
　さらに、短時間労働者のキャリアアップについて、企業の先進的な取組を収集
し、情報提供することで支援を実施する【それぞれ平成28-32年度にかけて継
続的に実施】。

○パートタイム労働法に基づく報告徴収において、正社員転換措置について聴取
し、各事業所の事例の収集を行っている。実績246件（平成28年度132件、平
成29年度114件）

番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1 モデル就業規則の作成、コンサルティングの実施

　業種別（小売業・飲食業）に実態調査・就業規則の規定例を収集した上
で、作成された「多様な正社員」及び「無期転換」に関するモデル就業規則につ
いて周知を実施するとともに、「多様な正社員」及び「無期転換」の導入を検討
している中小企業に対して、社会保険労務士等によるコンサルティングを実施す
る【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○本省が委託事業にて実施している「多様な正社員制度の導入や無期転換ルー
ルへの対応に係る支援等事業」やモデル就業規則については企業訪問時や企業か
らの相談対応時に必要に応じて資料を提供している。

2 キャリアアップ助成金の活用推進

　キャリアアップ助成金のメニューを活用することで、各事業所においてそれぞれの
労働者がキャリアアップしていく中で、「多様な正社員」という選択肢をとることが
できる環境整備が行われるよう、助成金の活用促進を図る【平成28-32年度
にかけて継続的に実施】。

○労働局及びハローワークにおいて同助成金の周知、説明を行い利用促進を図る
中で助成金の申請等だけに留まらず、助成金の利用等を契機に社内での「多様な
正社員」制度の環境整備を継続していくことを勧奨している。

3 好事例の周知等
　好事例を掲載している専用HP「多様な人材育成で輝く企業応援サイト」の
周知を実施することにより、「多様な正社員」の普及・拡大を図る【平成28-32
年度にかけて継続的に実施】。

○企業からの問い合わせの際等、必要に応じて「多様な人材育成で輝く企業応援
サイト」の紹介を行っている。

番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1 同一労働同一賃金の推進策等について

　雇用形態が異なっていても同じ職務・職責において適正な待遇を確保するた
め、これまでパートタイム労働法、労働者派遣法及び労働契約法について、均
等・均衡待遇や差別禁止といった考え方を踏まえた法改正を行ってきたところ、
これらの規定に基づき、企業に対して指導、周知・啓発を図り、適正な待遇を
確保していく【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○パートタイム労働法に基づく報告徴収を計画的に実施し、均等・均衡待遇等、
パート法の趣旨の説明や法違反については助言・指導を行っている。また、企業訪
問時には労働契約法についても周知を行っている。

2 最低賃金、賃金の引上げについて

　最低賃金について、幅広い周知を図るとともに、的確な監督指導を行う。ま
た、国民全体として名目GDPを2020年頃に向けて600兆円に増加させていく
中で、年率3％程度を目途として、名目GDPの成長率にも配慮しつつ引き上げ
ていくこととしていることから、香川県においても、労働者の生計費を考慮しつつ、
名目GDPの成長率にも配慮して引き上げていく。このような最低賃金の引上げ
に向けて、中小企業・小規模事業者の生産性向上等のための支援を図る。ま
た、企業収益を踏まえた賃金の引上げに向けた働きかけや必要な環境整備を
行っていく【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○香川地方最低賃金審議会において、働き方改革実行計画（29.3.28決
定）に配意した調査審議が行われ、平成30年8月6日、1時間792円（26円、
3.39％引き上げ）とする答申がなされた。その後、官報公示等を経て、30年10
月1日発効予定である。当該最低賃金の周知については、地方公共団体、各種
団体等に対して、広報誌掲載、ポスターの掲示等、広報依頼を現在行っているとこ
ろである。
○中小企業等の生産性向上に向けての支援については、平成29年度まで最低
賃金総合相談支援センター事業を香川県経営者協会に委託し、無料相談等の
ワンストップサービスを提供しており、相談実績349 件(平成28年度177件、成
29年度172件)、専門家派遣実績は245件(平成28年度99件、平成29年
146件)となっている。
　また、平成30年度からは中小企業・小規模事業者等に対する働き方推進支援
事業として新たに設置された「香川県働き方改革推進支援センター」（香川川県
経営者協会に委託）において実施している。平成30年8月末の実績は、常駐型
専門家による相談実績が12件、派遣型専門家による訪問件数が31件となってい
る。
○業務改善助成金の支給実績は13件(平成28年度5件、平成29年13件)と
なっている。

3 待遇改善・職業能力開発の推進

　キャリアアップ助成金の処遇改善コースの活用促進や、中長期的なキャリア形
成を支援する教育訓練給付制度、同助成金の人材育成コースの活用促進に
よる待遇改善・職業能力開発の推進を進める【平成28-32年度にかけて継続
的に実施】。

○キャリアアップ助成金の利用促進については、局及び各ハローワークにおいて周
知、説明を継続して実施。また、人材育成コースに関しては地域ジョブカードセン
ターと連携、各ハローワークにおいて職業相談窓口職員が有期実習型訓練の活用
を求職者に提案できるよう同センター作成の職員用資料を配布し、事業主と求職
者の両面に当該制度の周知が行き渡る体制を整備。平成30年度は人材開発支
援助成金(特別育成訓練コース)に統合されたため、機会をとらえて周知と継続利
用の説明を行っている。

①非正規雇用労働者共通の待遇改善

(2)待遇改善について

②対象者別の正社員転換等
ウ)有期契約労働者に係る取組

②対象者別の正社員転換等
エ)短時間労働者に係る取組

③「多様な正社員」の推進

4



4 育児休業・介護休業の取得推進

　中小企業における労働者の円滑な育児休業の取得及び職場復帰などを図
るため、育休復帰支援プランの周知を行う。また、育児休業中の代替要員の確
保等の取組を行う中小企業事業主に対して助成金を支給する。
　仕事と介護が両立しやすい職場環境に向けて、「仕事と介護の両立支援対
応モデル」の普及・展開、個々の労働者のニーズに応じた両立支援に活用でき
る介護支援プランモデルを周知する。また、当該プランに基づき、休業取得・職
場復帰させた中小企業事業主に対して助成金を支給する【平成28-32年度
にかけて継続的に実施（一部法改正が前提）】。

○育休復帰支援プラン等により育児休業の円滑な取得・職場復帰を支援する助
成金の支給決定件数は平成29年度60件、育児休業期間中の代替要員の確
保等の取組を行った事業主を支援する助成金の支給決定件数は22件、また男
性労働者が育児休業や育児目的休暇を取得しやすい職場風土作りに取り組み、
実際に取得した場合に助成する助成金は42件となっている。
○介護支援プランに基づいた休業取得・職場復帰にかかる助成金については、問
い合わせはあるものの、現在のところ申請には至っていない。

5 妊娠・出産・育児休業等を理由とする不利益取
扱い等やセクシュアルハラスメント対策の実施

　職場における不快な性的言動等（セクシュアルハラスメント）や妊娠・出産・
育児休業等を理由とする不利益取扱い（いわゆるマタニティハラスメント）につ
いて、迅速・厳正な行政指導を行うとともに、着実な男女雇用機会均等法等
の施行と未然防止の徹底を図る【平成28・29年度に集中的に実施（一部法
改正が前提）】。

○妊娠・出産・育児休業等を理由とする不利益取扱い等やセクシュアルハラスメン
ト対策の実施について、未然防止を図るため説明会等で周知を行っている。また、
計画的な報告徴収の実施により助言、指導を実施している。

6 パワーハラスメント等の予防・解決に向けた環境
整備

　職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた社会的気運の醸成を図るた
め、ポータルサイト「あかるい職場応援団」等を活用した周知啓発を行うこととと
もに「パワーハラスメント対策導入マニュアル」を用いた労使の取組を促進する
【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○職場のパワーハラスメントの周知については、説明会での説明や他機関主催の
研修会において、ポータルサイトやマニュアルの周知と併せ、防止措置等について説
明を行った。
○香川労働局ＨＰ上に「あかるい職場応援団」のバナーを設置し、ポータルサイト
への誘導を促し周知啓発につなげた。

7 労働条件の確保・改善対策の推進
　非正規雇用労働者の労働条件及び安全衛生の確保及び改善に関し、使
用者団体等に対する指導及び助言を行うため非正規雇用労働条件改善指
導員を積極的に活用する【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○平成28年度は、非正規雇用労働条件待遇改善指導員により各使用者団
体、各種業種別団体、労働保険事務組合等を訪問し助言指導を行った。また、
非正規労働者からの雇止めや労働条件に関する相談への助言を行い、事業場等
に対して就業規則等の届出についても助言指導を行った。

8 雇用管理改善による「魅力ある職場づくり」の推
進

　雇用管理改善につながる制度の導入・実施を通じて従業員の職場定着に取
り組む事業主を支援する職場定着支援助成金の活用促進や人材不足分野
における雇用管理改善モデルの構築を行うほか、「生産性向上と雇用管理改
善の両立企業表彰」（仮称）を創設し、企業の生産性向上と雇用管理改善
の両立を促進する【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。
　併せて、雇用管理改善モデルや表彰の成果の周知・横展開を図るためのポー
タルサイトの開設及び香川労働局・ハローワークにおける求人受理や求人サービ
ス等のあらゆる機会を活用した周知により、事業主自身の主体的な雇用管理
改善による「魅力ある職場づくり」を推進する【平成28-32年度にかけて継続的
に実施】。

○魅力ある職場づくりの取組事例を収集し、企業PRシートとして取りまとめ、労働
局HPでの公表のほか、ハローワークにおける求人受理の際に、事業主等への働きか
けの資料として活用している。

9 労働保険の適用の推進 　労働保険未手続事業者に対する対策を引き続き推進する【平成28-32年
度にかけて継続的に実施】。

○文書送付及び個別訪問による加入勧奨を、1,985事業場に対して実施し、
1,085事業場の未手続事業を解消した（28-29年度累計値）。
○28年度加入勧奨1,010件、解消415件
○29年度加入勧奨975件、解消670件

10 中小企業退職金共済制度への加入促進

　中小企業退職金共済制度（独力では退職金制度を設けることが困難な中
小企業に対して、事業主の相互共済の仕組みと国の援助によって設けられた
国の退職金制度）について、周知等を通じて制度への加入を促進する【平成
28-32年度にかけて継続的に実施】。

○中小企業退職金共済制度への加入促進については、労働局ホームページでの
周知を行っている。

1 職業能力開発の推進【再掲】

2 学生アルバイトの労働条件の確保に向けた取組
の強化

　チラシ・冊子等の配布による学生・事業主に対する周知・啓発など情報発信
の更なる推進に取り組むとともに、学生アルバイトに関する労働相談に的確に対
応する【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○県内各大学、短大等、各使用者団体へリーフレットを配布して周知要請を行う
とともに、県内の３大学に対し総合労働相談員等を派遣し出張相談を実施した。
特に平成30年には出張相談と同時にキャンパス内でのチラシ配りをして学生に対し
てアルバイト時の労働条件確保の注意喚起を行った。
また、平成28年以降毎年４月から７月までの間に雇用環境・均等室及び各労
働基準監督署に若者相談コーナーを設置し、重点的な相談を行った。併せて労働
法制の周知に係る講義を県内大学短大等にて開催した際に、アルバイトの労働条
件確保についても周知を行った。

3 学生・生徒等に対する労働法制の周知

　労働者の関係法令の不知による問題事案の発生を未然に防止するため、学
生・生徒等に対する労働法制の基礎知識の付与に係る取組を進める。具体
的には、労働法制の基本的知識をまとめたパンフレット「知って役立つ労働法～
働くときに必要な基礎知識～」及び「これってあり？～まんが知って役立つ労働
法Q&A～」及び「労働問題Q&A」等について、学校・企業等で活用できるよう
周知・活用の促進を図るとともに、適宜改訂を行う。また、香川労働局長等の
幹部職員が、講師として大学等を訪問し、前述のパンフレット等を用いながらセ
ミナーや講義等を実施する（要望に応じ、高校・中学等でも実施）【平成28-
32年度にかけて継続的に実施】。

○県内各大学短大専門学校に働きかけ、学校のカリキュラムの一環として、もしくは
特別講義として労働法制の周知に係る講義を行った。その際、わかりやすくなるよ
う、「まんが知って役立つ労働法Q&A」や局で作成した資料を活用し、講義対象の
学年、年齢層に応じた内容となるよう工夫している。
○平成30年度は、アルバイトの労働条件を確かめようキャンペーンと連携し、出張
相談及びチラシ配りを行う日に同時に出前講義を行った。

○高校等で実施する職業講話や就職ガイダンスの中で労働法制の基礎知識の内
容を含めた講義を行うとともにパンフレットを配布し、労働法制の普及に取り組ん
だ。
○平成29年度の実施状況は職業講話を中学・高校6校、799名を対象に実
施、就職ガイダンスは22校、1,296名が参加した。

4 若者雇用促進法に基づく認定制度の推進

　若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが優良な中小
企業を厚生労働大臣が認定（ユースエール認定）し、当該企業の情報発信
を後押しすることなどにより、企業が求める人材の円滑な採用を支援するととも
に、企業における自主的な雇用管理改善の取組を促す【平成28-32年度にか
けて継続的に実施】。

○29年度までにユースエール認定企業6社を認定し、厚生労働省の運営する「若
者雇用促進総合サイト」及び局ホームページに公開、若者応援宣言企業も含めた
ＰＲ冊子を作成し学生や若年求職者に配布、合同就職面接会で認定企業Ｐ
Ｒポスター掲示等を行い認定企業を積極的にＰＲし、リーフレットの配布により制
度の周知に努めた。
○上記取組みの他、助成金の加算措置や公共調達における加点評価等の認定
企業のメリットを周知することで企業による自主的な雇用管理改善を促し、認定企
業の拡大を図った。

②対象者別の待遇改善
ア)若者等に係る取組
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1 均等・均衡待遇の推進等

　平成27年改正労働者派遣法で強化された派遣労働者と派遣先の労働者
の均衡待遇の確保に係る規定（均衡待遇の確保のために考慮した内容を、
本人の求めに応じて説明する派遣元の義務等）の着実な施行を図り、義務
違反に対しては、許可の取消しも含めて厳しく指導を行う 。
【平成28年-32年度にかけて継続的に実施】。

○「均等・均衡待遇の推進等」の強化については、指導監督重点事項に定め定
期指導にあわせた周知や、香川労働局に設置した相談窓口において、問合せに対
する相談を行った。
○派遣元事業主及び派遣先事業主に対するセミナーを開催し、改正法の周知を
行ったほか、派遣元事業主については、その雇用する派遣労働者に対して、周知を
行うよう依頼した。また、ハローワーク高松、丸亀において派遣労働者等を対象とす
るセミナーを開催して制度の周知を行った。

2 教育訓練、キャリアコンサルティングの実施等

　平成27年改正労働者派遣法で派遣元の義務として新設されたキャリアアップ
を推進するための措置（派遣労働者に対する計画的な教育訓練や、希望者
へのキャリアコンサルティングを実施する義務、労働者派遣事業の許可・更新要
件に「キャリア形成支援制度を有すること」の追加等）の着実な施行を図る。
　また、偽装請負などの違法派遣について引き続き厳正な行政指導等を行って
いくともに、平成27年改正労働者派遣法で全ての労働者派遣事業が許可制
に一本化されたことを踏まえ、法違反のある派遣元に対しては、許可の取消しも
含めて厳しく対処することで、派遣労働者の保護を図る【平成28-32年度にか
けて継続的に実施】。

○キャリアアップ措置が着実に施行されるよう、許可・更新時の相談、受理時におい
て丁寧な説明に努めた。

○定期指導実施にあわせた周知や問合せに対する相談を実施するとともに派遣元
事業主及び派遣先事業主に対するセミナーを開催して制度の周知を行った。

3 妊娠・出産・育児休業等を理由とする不利益取
扱いの防止等

　派遣労働者は、他の雇用形態と比べて、妊娠・出産・育児休業等を理由と
する不利益取扱い（いわゆるマタニティハラスメント）等の被害を受ける比率が
高い現状を踏まえ、現行法令の規定（男女雇用機会均等法による不利益取
扱いやセクハラ防止措置等に係る規定については、派遣元事業主だけでなく派
遣先についても、派遣労働者に対して使用者としての責任を負うこと等）につい
て周知徹底を図るとともに、妊娠・出産・育児休業等を理由とする上司・同僚
からの就業環境を害する行為の防止措置義務や、育児・介護休業等を理由と
する派遣先から受ける不利益取扱いについて法改正案が成立した場合は、法
の周知を行う【平成28・29年度に集中的に実施（一部法改正が前提）】。

○派遣元、派遣先企業対象の労働者派遣・請負事業の適正実施セミナーにおい
て、妊娠・出産・育児休業等を理由とする不利益取扱いやセクハラ防止措置につ
いて説明を行った。

1 期間の定めがあることによる不合理な労働条件
の禁止

　有期労働契約であることによる不合理な労働条件を禁止する労働契約法第
20条の趣旨及び規定内容について、事業主や労働者に対する周知徹底を強
化する【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○無期転換ルールの周知に合わせて労働契約法20条の趣旨についても周知を
行っている。

1 パートタイム労働法の履行確保

　短時間労働者の｢均等・均衡待遇｣という考え方を事業主に浸透・定着させ
ることが重要であり、このため、事業主に対する指導等によりパートタイム労働法
の確実な履行確保を図る。
　特に、パートタイム労働法第8条（待遇の原則）の趣旨及び規定内容につ
いて、事業主や労働者に対する周知徹底を図るとともに、第9条（差別的取
扱いの禁止）について、違反する事業主に対する指導等により履行確保を図
る【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○年度計画に基づきパートタイム労働法に基づく報告徴収を実施し、法違反につ
いては助言・指導により是正を図るとともに、法の内容・趣旨について周知徹底を
図っている。実績246件（平成28年度132件、平成29年度114件）

2 短時間労働者の雇用管理改善に向けた企業の
自主的な取組の促進

　パートタイム労働者活躍企業診断サイトを活用して、雇用管理上の課題につ
いて企業の自主的な確認を促すとともに、診断結果が一定水準を満たす企業
には、パート労働者活躍企業宣言サイトにおいて「パート労働者活躍企業宣
言」を行うことを推奨する。
　「パート労働者活躍企業宣言」宣言企業への応募勧奨を他の模範となる短
時間労働者の活躍推進に取り組んでいる企業への表彰を行い、さらに、表彰
受賞企業の取組を広く周知することにより、短時間労働者の雇用管理の改善
に向けた企業の自主的な取組を促進する【平成28-32年度にかけて継続的に
実施】。

○企業訪問等の際に、「パートタイム労働者活躍企業診断サイト」の活用を勧めて
いるほか、優良な企業に対し、パート労働者活躍企業宣言を行うことを勧奨してい
る。（平成30年8月末現在　2社）

3 職務分析・職務評価の導入支援・普及促進
　正規雇用労働者と短時間労働者の均衡のとれた賃金決定を促進するため、
職務分析・職務評価の普及促進を図る【平成28-32年度にかけて継続的に
実施】。

○企業訪問等の際に職務分析・職務評価について、資料提供や本省委託事業
の紹介を行っている。実績246件（平成28年度132件、平成29年度114件）

4 総合的な情報提供の実施
　「パート労働者活躍企業宣言」、「パートタイム労働者活躍推進企業表彰」、
「職務分析・職務評価」、｢短時間正社員制度｣等について、パート労働ポータ
ルサイトを周知する【平成28-32年度にかけて継続的に実施】。

○企業訪問等の際に、「パート労働ポータルサイト」を紹介し、　「パート労働者活
躍企業宣言」、「パートタイム労働者活躍推進企業表彰」、「職務分析・職務評
価」、｢短時間正社員制度｣等パートタイム労働に関する総合的な情報について周
知を行っている。実績246件（平成28年度132件、平成29年度114件）

②対象者別の待遇改善
ウ)有期契約労働者に係る取組

②対象者別の待遇改善
エ)短時間労働者に係る取組

②対象者別の待遇改善
イ)派遣労働者に係る取組
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